
平成十七年法律第百二十三号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（抄） 

 

第三章 地域生活支援事業 

（市町村の地域生活支援事業） 

第七十七条 市町村は、主務省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を

行うものとする。 

一 障害者等の自立した日常生活及び社会生活に関する理解を深めるための研修及び啓発を行う事業 

二 障害者等、障害者等の家族、地域住民等により自発的に行われる障害者等が自立した日常生活及び

社会生活を営むことができるようにするための活動に対する支援を行う事業 

三 障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又

は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の主務省令で定める便

宜を供与するとともに、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整

その他の障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行う事業（次号に掲げるものを除く。） 

四 障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる障害

者で成年後見制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難である

と認められるものにつき、当該費用のうち主務省令で定める費用を支給する事業 

五 障害者に係る民法（明治二十九年法律第八十九号）に規定する後見、保佐及び補助の業務を適正に

行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行う事業 

六 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等その他の

日常生活を営むのに支障がある障害者等につき、意思疎通支援（手話その他主務省令で定める方法によ

り当該障害者等とその他の者の意思疎通を支援することをいう。以下同じ。）を行う者の派遣、日常生活

上の便宜を図るための用具であって主務大臣が定めるものの給付又は貸与その他の主務省令で定める

便宜を供与する事業 

七 意思疎通支援を行う者を養成する事業 

八 移動支援事業 

九 障害者等につき、地域活動支援センターその他の主務省令で定める施設に通わせ、創作的活動又は

生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他の主務省令で定める便宜を供与する事業 

２ 都道府県は、市町村の地域生活支援事業の実施体制の整備の状況その他の地域の実情を勘案して、

関係市町村の意見を聴いて、当該市町村に代わって前項各号に掲げる事業の一部を行うことができる。 

３ 市町村は、第一項各号に掲げる事業のほか、地域において生活する障害者等及び地域における生活

に移行することを希望する障害者等（以下この項において「地域生活障害者等」という。）につき、地域

において安心して自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにするため、次に掲げる事業

を行うよう努めるものとする。 

一 障害の特性に起因して生じる緊急の事態その他の主務省令で定める事態に対処し、又は当該事態に

備えるため、地域生活障害者等、障害児（地域生活障害者等に該当するものに限る。次号において同じ。）

の保護者又は地域生活障害者等の介護を行う者からの相談に応じるとともに、地域生活障害者等を支援

するための体制の確保その他の必要な措置について、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関、次条

第一項に規定する基幹相談支援センターその他の関係機関（次号及び次項において「関係機関」という。）
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との連携及び調整を行い、又はこれに併せて当該事態が生じたときにおける宿泊場所の一時的な提供そ

の他の必要な支援を行う事業 

二 関係機関と協力して、地域生活障害者等に対し、地域における自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、障害福祉サービスの利用の体験又は居宅における自立した日常生活若しくは社会

生活の体験の機会を提供するとともに、これに伴う地域生活障害者等、障害児の保護者又は地域生活障

害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、併せて関係機関との連携

及び調整を行う事業 

三 前二号に掲げる事業のほか、障害者等の保健又は福祉に関する専門的知識及び技術を有する人材の

育成及び確保その他の地域生活障害者等が地域において安心して自立した日常生活又は社会生活を営

むために必要な事業 

４ 市町村は、前項各号に掲げる事業を実施する場合には、これらの事業を効果的に実施するために、

地域生活支援拠点等（これらの事業を実施するために必要な機能を有する拠点又は複数の関係機関が相

互の有機的な連携の下でこれらの事業を実施する体制をいう。）を整備するものとする。 

５ 市町村は、第一項各号及び第三項各号に掲げる事業のほか、現に住居を求めている障害者につき低

額な料金で福祉ホームその他の施設において当該施設の居室その他の設備を利用させ、日常生活に必要

な便宜を供与する事業その他の障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を

行うことができる。 

 

（都道府県の地域生活支援事業） 

第七十八条 都道府県は、主務省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、第七十七条第一

項第三号、第六号及び第七号に掲げる事業のうち、特に専門性の高い相談支援に係る事業及び特に専門

性の高い意思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町

村相互間の連絡調整その他の広域的な対応が必要な事業として主務省令で定める事業を行うものとす

る。 

２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、第七十七条第三項各号に掲げる事業の実施体制の整備の促

進及び適切な実施を確保するため、市町村に対し、市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その

他の援助を行うよう努めるものとする。 

３ 都道府県は、前二項に定めるもののほか、障害福祉サービス又は相談支援の質の向上のために障害

福祉サービス若しくは相談支援を提供する者又はこれらの者に対し必要な指導を行う者を育成する事

業その他障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を行うことができる。 

第四章 事業及び施設 

 

（事業の開始等） 

第七十九条 都道府県は、次に掲げる事業を行うことができる。 

一 障害福祉サービス事業 

二 一般相談支援事業及び特定相談支援事業 

三 移動支援事業 

四 地域活動支援センターを経営する事業 

五 福祉ホームを経営する事業 

２ 国及び都道府県以外の者は、主務省令で定めるところにより、あらかじめ、主務省令で定める事項



を都道府県知事に届け出て、前項各号に掲げる事業を行うことができる。 

３ 前項の規定による届出をした者は、主務省令で定める事項に変更が生じたときは、変更の日から一

月以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 国及び都道府県以外の者は、第一項各号に掲げる事業を廃止し、又は休止しようとするときは、あ

らかじめ、主務省令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

（障害福祉サービス事業、地域活動支援センター及び福祉ホームの基準） 

第八十条 都道府県は、障害福祉サービス事業（施設を必要とするものに限る。以下この条及び第八十

二条第二項において同じ。）、地域活動支援センター及び福祉ホームの設備及び運営について、条例で基

準を定めなければならない。 

２ 都道府県が前項の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲げる事項については主務

省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲げる事項については主務省令で定める基準を標準

として定めるものとし、その他の事項については主務省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 障害福祉サービス事業に従事する従業者及びその員数並びに地域活動支援センター及び福祉ホー

ムに配置する従業者及びその員数 

二 障害福祉サービス事業に係る居室及び病室の床面積並びに福祉ホームに係る居室の床面積 

三 障害福祉サービス事業の運営に関する事項であって、障害者の適切な処遇及び安全の確保並びに秘

密の保持に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの並びに地域活動支援センター及び福祉ホ

ームの運営に関する事項であって、障害者等の安全の確保及び秘密の保持に密接に関連するものとして

主務省令で定めるもの 

四 障害福祉サービス事業、地域活動支援センター及び福祉ホームに係る利用定員 

３ 第一項の障害福祉サービス事業を行う者並びに地域活動支援センター及び福祉ホームの設置者は、

同項の基準を遵守しなければならない。 


